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要旨

筆者は子供の時からボランティア活動に格別な関心を持っていた。老人ホームや孤児院で手

伝ったり、被災地や被災者に服とお金を寄付したりすることもあった。そして、成長すればす

るほど、国内だけではなく国際的な協力活動に力を入れたいという願望を強めた。そのきっか

けは、2011 年 3 月に起こった東日本大震災である。2008 年に、四川大地震が起こった時、中

国はたくさんの海外支援を貰った。その中に、日本政府（JICA）や日本 NGO 団体もいた。歴史

的には色々もめているところがあるにもかかわらず、中国に助け船を出してくれて、本当に感

動した。そして 2011 年 3 月の東日本大震災の時、我々中国人はテレビやインターネットを通

して、被災地の様子をじっと見守っていた。老若男女、みんな東日本の不幸に関心を持ち、心

配になった。東日本のために何かをしようという気持ちが強くなった。しかし、どのようにす

ればよいであろうか、筆者には全然分からなかった。そのため、筆者はボランティア組織／NGO

の被災地への救援活動について関心を持ち始めた。

確かに、NGO が中国に伝わってきたのは 80 年代頃で、かなり遅かったが、近年中国ではボラ

ンティア活動が大活躍してきた。特に 2008 年は「中国のボランティア元年」と呼ばれ、四川

大地震の救援行動と北京オリンピックでは、大勢の志願者が勤勉に人々のために動いていた。

これは中国のボランティア・サービスは新たな階段を登ったことを象徴している。しかし、筆

者がボランティア団体ではなく NGO に目を向けたのは、ボランティア団体より組織されて、よ

り専門性をも持ち、社会的責任がより大きいという点からである。しかし、四川大震災の時に、

一気に各地方から震災地に赴いた各ボランティア団体は救援活動に役に立ったどころか、か

えって交通の渋滞の原因となったり、すでに被災地で救援活動を展開していた軍人たちに迷惑

をかけたりということは少なくはなかったのである。もし当時の中国にも欧米ほどは望まない

が日本と同じような NGO があったら、きっとより効率的、効果的に救援活動を行われるだろう

と、筆者は痛感する。

日本は地震、津波が多発する国であり、地震、津波などの自然災害に対する救援活動を行う

経験も豊富だと考えられる。せっかく日本に留学していることも、同じアジア圏で一衣帯水の

隣国―日本とはいろいろな意味で昔から関わりが強いことも、何よりも、世界トップに位置す

る欧米の NGO と比較するより一定程度に優れている NGO を比較したほうが、遅れている中国の

NGO の課題を解決することに、より役に立つだろうと、筆者は考えている。そのため、本論文

は日本の NGO と比較しながら、現在中国における NGO が抱えている問題点や課題を研究し、も

し日本と同様の組織を設立するとしたら、法律、経済、政府、国民意識等さまざまな面で、ど

のような条件が必要なのかについて研究しようとする。

まず、第１章は中国ではまだあいまいな状態に置かれているボランティア組織と NGO の定

義・実態及び政策について説明する。筆者はアメリカ、日本、中国 3 ヵ国を代表として取り上

げた。アメリカを世界トップレベルの代表として取り上げ、日本は一定程度に発達している国
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の代表で、中国はその遅れている国の代表として取り上げた。この 3 ヵ国のボランティア組織

と NGOに関する定義・実態及び政策を紹介することに、中国における NGOの定義を明確にした。

第 2 章では、日本における地震災害への緊急支援及び復興援助を行うボランティア／NGO 活

動の事例を調べた。主に政府と国連機構による活動、日本国内ボランティア・NGO による活動、

海外ボランティア・NGO による活動といった 3 つの視点から述べている。そこで、調べたもの

をもとにし明らかにされている問題点／課題をまとめた。

第 3 章では、同じ 3 つの視点から、中国における地震災害への緊急支援及び復興援助を行う

ボランティア／NGO 活動の事例を調べ、問題点／課題をまとめた。中国は日本より NGO 事業が

遅れているため、文献調査だけでは集められる情報が少ない。そこで、2015 年 7 月に中国四川

省の被災地で行った現地調査に加えて、実感できた問題点をまとめた。

そして、終章では、第 2、3 章でまとめられた日本と中国のボランティア組織／NGO の課題／

問題点を比較しながら、日本の経験を活用し、中国においてどのような条件を設ければいいか

を検討した。中国の自国の状況の改善案を考えた。日本の経験から、第一に中国の災害救援の

NGO も日本と同様に海外支援を行い、そこで経験は知識を深める必要がある、というのが筆者

の第一の改善提案である。そのためには、中国政府が海外援助の制度を使って、中国の NGO を

財政的、技術的に支援するべきである。第二に、中国の NGO が発展するためには、法的制度の

整備が必須である。政府と NGO の関係は、「政府によるコントロール」と「NGO 活動の自由」

の両極の間のバランスであると中国政府は前者、欧米は後者であるのに対し、日本は NPO 法が

象徴するように中間的な方法をとっている。筆者は、日本と全く同じにはいかないが、中国で

も「NGO 活動の自由」をある程度認める必要があり、そのときには日本の NPO 法、特に「認証

制度」と「活動分野を特定する」というコントロールの方法が参考になると考えた。
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